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第１章 計画策定にあたって 

１．計画策定の趣旨 

１９９９年（平成１１年）に「男女共同参画社会基本法」が施行され、男女共同参画社会を実現

するための基本理念や、国・地方公共団体・国民それぞれの責務が明らかにされました。男女

共同参画社会とは、すべての人が個人として尊重され、性別にかかわりなく自らの意思に基づ

いて能力を発揮し、あらゆる分野において対等な立場で、共に責任を担う社会を指します。 

九重町においては、２００６年（平成１８年）に「九重町男女共同参画プラン（第１次）」を策定

し、２０１４年（平成２６年）には「九重町男女共同参画推進条例」（以下、「九重町条例」という。）

を制定するなど、男女共同参画社会の実現に向けた取組を進めてきました。 

近年では、社会構造の変化や地域を取り巻く環境の変化により、家庭や職場、地域社会にお

ける男女の役割や生き方の多様化が進んでいます。一方で、依然として性別による固定的な役

割分担意識や、働き方・暮らし方における格差などの課題も残されています。こうした状況の

中で、すべての人が性別にかかわらず、個性と能力を十分に発揮し、互いに認め合い支え合う

社会の実現が求められています。 

また、2０２４年（令和６年）には「困難な問題を抱える女性への支援に関する法律」が施行さ

れ、男女の経済格差など性別に基づく生活課題の解決に向けた市町村の取組が求められ、基

本計画を策定するが求められています。 

そこで、本町では、これまでの取組を継承・発展させるとともに、社会情勢の変化や新たな課

題にも的確に対応するため、「第３期 九重町男女共同参画プラン」を策定し、男女がともに安

心して暮らし、活躍できる地域社会の実現をめざします。 

 

２．計画の背景 

（１）世界の動き 

国際連合が１９７５年（昭和５０年）を「国際婦人年」とし、１９７６年（昭和５１年）から１９８５年

（昭和６０年）までを「国連婦人の１０年」と定め、１９７９年（昭和５４年）には「女子に対するあら

ゆる形態の差別の撤廃に関する条約」を採択し、女性の地位向上に向けた世界的な取組が進

んできました。１９９５年（平成７年）に北京で開催された「第４回世界女性会議」では、「女性の

権利は人権である」と謳われ、その後の女性政策の国際的な指針となっている「北京宣言及び

行動綱領」が採択されました。 

２０１１年（平成２３年）には、ＵＮＷｏｍｅｎが、ジェンダー平等と女性のエンパワーメントのた

めの国連機関として活動を始めました。２０１５年（平成２７年）には、国連サミットで採択された

ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）」において、２０３０年（令和１２年）までに、政治、経済、公共分野

でのあらゆるレベルの意思決定において、完全かつ効果的な女性の参画及び平等なリーダー

シップの機会を確保することが掲げられました。 

２０２３年（令和５年）に日本でＧ７サミットが開催され、Ｇ７の方向性及び行動として、ジェン

ダー平等と全ての女性と女児のエンパワーメントに関する「日光声明」を採択しました。  



（２）日本の動き 

わが国では、日本国憲法で人権尊重や男女平等が定められています。国際的な動きを受け、

１９７５年（昭和５０年）に「婦人問題企画推進本部」が設置され、１９７７年（昭和５２年）には「国

内行動計画」が策定されました。 

１９８０年（昭和５５年）には「男女雇用機会均等法」が制定され、１９８５年（昭和６０年）に「女

子差別撤廃条約」を批准。その後、１９９９年（平成１１年）に「男女共同参画社会基本法」が施行

され、続いて「育児・介護休業法」「ＤＶ防止法」などの整備が進み、女性の権利保障が段階的に

広げられてきました。 

さらに、「女性活躍推進法」や「候補者男女均等法」の制定により、職業・政治分野での参画拡

大が求められています。２０１８年（平成３０年）には「働き方改革関連法」によって男性の働き方

の見直しが進み、２０２０年（令和２年）には「第５次男女共同参画基本計画」が示されました。 

女性の複合的困難への支援としては、「困難な問題を抱える女性への支援に関する法律」が

制定され、２０２４年（令和６年）４月に施行されています。近年では、２０２３年（令和５年）の刑

法改正で「不同意性交等罪」が新設され、性別に基づく暴力や経済格差への対応強化が図られ

ました。 

しかし、２０２４年（令和６年）のジェンダーギャップ指数では日本は１４６か国中１１８位と低位

にあり、特に政治・経済分野での女性参画が依然として課題です。同年１０月には、国連女子差

別撤廃委員会（ＣＥＤＡＷ）から６回目の勧告を受け、条約の理念に沿ったさらなる取組が求め

られています。 

 

（３）大分県の動き 

大分県では、２００１年（平成１３年）に「おおいた男女共同参画プラン」を策定し、翌２００２年

（平成１４年）に「大分県男女共同参画推進条例」を制定しました。その後、計画は４度改訂され

ています。 

２００３年（平成１５年）には、男女共同参画の拠点として「大分県消費生活・男女共同参画プ

ラザ（アイネス）」を開設。２０１０年（平成２２年）には、相談・啓発・企画機能の強化を図るため、

「県民生活・男女共同参画課」を同施設へ移転・統合しました。 

２０１６年（平成２８年）には、「おおいた性暴力救援センター『すみれ』」を開設し、専任相談員

による面接・電話・メール相談に加え、医療機関や臨床心理士、弁護士との連携のもと、被害者

支援を進めています。 

２０２０年（令和２年）には「女性が輝くおおいたアクションプラン２０２０」を策定し、「働きた

い女性の支援」「働く女性の支援」「仕事と家庭の両立支援」を柱に、女性が活躍しやすい環境

整備を推進しています。 

さらに、２０２１年（令和３年）には「第５次おおいた男女共同参画プラン」を策定し、「誰もが

尊重され、安心して暮らせる社会」「多様な人材が力を発揮できる社会」「暴力やハラスメントの

ない健やかな社会」を掲げて取り組みを進めています。 

２０２４年（令和６年）には「大分県困難な問題を抱える女性への支援計画」が策定され、複合

的な困難への支援体制が強化されています。 

  



（４）九重町の動き 

２０１６年（平成２８年）に「新ここのえ男女共同参画プラン」を策定し、２０２５年度（令和７年

度）までの１０年間を計画期間としています。このプランは、地域における男女共同参画社会の

形成をめざし、住民、事業者、教育機関などが連携して取り組むべき施策を展開してきました。 

ここ数年で、男女共同参画への意識が高まり、休暇取得促進や時間外労働短縮などのワー

ク・ライフ・バランスの実現に向けた取組や、女性の就労継続・管理職比率向上などに努める事

業者等も増えてきました。 

しかし、法律や制度などの整備が進み、男女間の「形式的な平等」は進んできたものの、賃金

格差が生じていることや家事・育児等の負担が女性に偏っていることなど、「実質的な平等」と

は言えない状況にあります。未だ社会に根強く残っている固定的性別役割分担意識などが、こ

れらのジェンダーギャップが生じている大きな要因と捉えています。 

社会環境や住民の生活様式は変化し続けており、男女共同参画の課題も時代に応じて多様

化しています。そのため、九重町においても、これまでの成果を踏まえつつ、今後も新たな計画

を策定し、持続的に男女共同参画社会の実現を目指す必要があります。 

 

３．計画の位置付け 

（１）本計画は、２０１４年（平成２６年）に制定された九重町条例第３条の基本理念を踏まえて、

第４条の町の役割、第５条の住民の役割に基づき、第９条に規定する男女共同参画推進に

関する基本的な計画として策定するものです。 

 

（２）本計画は、以下の法律に基づく各計画として位置づけます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．計画の期間 

本計画は、２０２６年度（令和８年度）から２０３５年度（令和１７年度）までの１０年間を計画期

間としています。中間年度である２０３０年度（令和１２年度）には、国の法律や施策の変化とと

もに社会情勢等の変化も考慮して、本計画の見直しを行います。今後は、本計画の進捗状況に

ついて毎年把握・点検し、公表するものとします。  

九重町男女共同参画推進条例 基本理念（第３条） 

(1) 尊厳・差別解消・人権尊重 

(2) 役割固定の解消・自由な選択 

(3) 対等参画・意思決定参加 

(4) 家庭と社会の両立支援 

(5) 人権教育・平等意識形成 

(6) 国際協調・国際的取組 

男女共同参画社会基本法 

DV防止法 

女性活躍推進法 

困難女性支援法 

第３期 九重町 男女共同参画プラン 

(1) 尊厳・無差別・人権尊重 

(2) 役割固定の解消・自由な選択 

(3) 対等参画・意思決定参加 

(4) 家庭と社会の両立支援 

(5) 人権教育・平等意識形成 

(6) 国際協調・国際的取組 



第２章 計画の基本的考え方 

１．基本理念 

“自分らしさ”が輝くまち 

 

 

「九重町男女共同参画推進条例（第３条）」に掲げる基本理念 

 

（１）男女の個人としての尊厳が重んぜられること、男女が性別による差別的取扱いを受けない

こと、男女が個人として能力を発揮する機会が確保されることその他の男女の人権が尊

重されること。 

（２）性別による固定的な役割分担意識等を反映した社会における制度又は慣行が男女の自由

な活動の選択の幅を妨げることのないように配慮されること。 

（３）男女が、社会の対等な構成員として、町における政策又は事業者等における方針の立案及

び決定に共同して参画する機会が確保されること。 

（４）家族を構成する男女が、相互の協力と社会的支援の下に、子育て、家族の介護その他の家

庭生活における活動と職場、学校、地域等における活動との両立を図ることができるよう

にすること。 

（５）男女平等の意識の形成に教育が重要な役割を果たすことを考慮し、教育の場において、人

権尊重を基本とした男女共同参画を推進するための教育が行われること。 

（６）男女共同参画の推進が、国際社会における取組と密接な関係を有していることを考慮し、

国際的協調の下に行われること。 

 

２．基本目標 

●男女共同参画社会に向けた意識づくり 

●ともに支え合い活躍できる環境づくり 

●一人ひとりが認め合い安心して暮らせるまちづくり 

 

  



３．計画の体系 

本計画は、３つの基本目標のもと、８つの「施策の方向性」と35の「基本的施策」により構成し、所管課において取

組を進めることで計画の推進を図ります。 

 

 

 

 

  

基本目標 施策の方向性 

【基本目標１】 

男女共同参画社会

に向けた意識づく

り 

【基本目標２】 

ともに支え合い活

躍できる環境づく

り 

【基本目標３】 

一人ひとりが認め

合い安心して暮ら

せるまちづくり 

男女共同参画の理念の

普及と意識の高揚 

男女平等を基盤とした

学びと実践の推進 

政策・方針決定過程への

女性の参画拡大 

地域社会における女性

の活躍の推進 

仕事と家庭の両立支援

の推進 

生涯を通じた健康支援 

配偶者等からの暴力の

根絶 

多様な人々への安全・安

心な生活の支援 

男 

女 

共 

同 

参 

画 

社 

会 
基 

本 

法 

広報やホームページを利用した啓発活動の推進 

情報の収集と提供の充実 

男女共同参画に関するイベントなどの開催 

制度や慣習の見直しに向けた啓発 

男女共同参画に関する講座の実施 

就学前教育における男女共同参画の推進 

学校教育における男女共同参画の推進 

保護者への啓発 

教職員研修の実施 

各種審議会などへの女性の積極的登用 

女性リーダーの育成支援 

行政区などの地域団体役員への女性参画促進 

団体・グループの育成支援 

ワーク・ライフ・バランスに関する啓発の推進 

働き方の見直しに向けた啓発の推進 

子ども・子育て支援の充実 

介護支援の充実 

ファミリーサポートセンターの活用推進 

講座や研修への託児実施 

基本的施策 

疾病予防や健康管理の啓発の推進 

ライフステージに応じた健康相談の充実 

自殺予防対策の推進 

性と生殖に関する健康と権利に関する啓発の推進 

女性の心身の健康に関する情報提供 

性と多様性に関する理解の促進 

住民・関係機関への広報・啓発 

相談体制の整備・充実 

被害者への多様な支援の充実 

関係機関及び庁内での連携強化 

性と多様性に関する理解の促進（再掲） 

高齢者福祉施策の推進 

障がい者・障がい児福祉施策の推進 

相談体制の充実 

ひとり親家庭への自立支援 

多様な性のあり方への理解促進 

 

 

女
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４．計画の基本目標 

本計画では、計画的な施策推進のために取り組むべき基本目標を次のように定めます。 

 

（基本目標Ⅰ） 男女共同参画社会に向けた意識づくり 

固定的な性別役割分担意識にとらわれず多様な価値観や生き方への尊重は、一人ひとりが

それぞれの個性や能力を発揮し活躍できる男女共同参画社会へとつながります。これまでの

社会制度や慣行の見直しを進めるとともに、次世代を担う子どもたちが自身の可能性や関心

に沿った将来を選択できるよう、学校教育、社会教育などで教育活動や意識啓発を充実させ、

あらゆる年代において男女共同参画の意識づくりを推進します。 

 

（指標及び目標値） 

成果指標 単位 現状値 目標値 備考 

男女平等が実現していると 

思う人の割合 
％ 38.4（※１） 50  

※１ 「九重町人権意識調査（2024 実施）」に基づき、「男女平等が実現していると思う人」・

「ほぼ男女平等だと思う人」の割合 

 

１．男女共同参画の理念の普及と意識の高揚 

（課題と今後の方針） 

男女共同参画社会の実現のためには、固定的な性別役割分担意識を払拭し、多様な価値観

や生き方が尊重されることが不可欠です。九重町条例第１３条では「町は、学校教育、社会教育

その他の教育の分野において、男女共同参画の推進に関する教育及び学習の充実に努めるも

のとする。」と定められています。 

かつて根強かった「男は仕事、女は家庭」という考え方は減少傾向にあります。一方で、男女

の地位の平等感については、「社会通念、慣習、しきたり」において依然として『男性優遇』と感

じる人が多く、男女間の不平等感はなお根強いとされています。 

固定的な性別役割意識は薄れつつあるものの、社会通念やしきたりといった暗黙のルール

に根付く男性優遇の慣習を改めていくためには、さらなる意識啓発が求められます。 

そのために、町報、ホームページや情報誌などの発行物、リーフレットや地域への出前講座な

ど、年齢や生活の状況に合わせてＳＮＳや動画配信等の多様な媒体を活用して、効果的な啓発

活動を推進します。 

住民と事業者等への情報提供を一層充実させ、「九重町条例」や「男女共同参画を推進する

週間（※２）」の周知を進めます。また、住民向けには、男女共同参画意識の向上を目的とした講座

を開催します。 

（※２）男女共同参画週間（毎年６月２３日から２９日までの１週間） 

  



（主な取り組み） 

ＮＯ． 事業内容 

１ 

広報やホームページを

利用した啓発活動の推

進 

町報やホームページ、男女共同参画に関する広報誌を活用

し、効果的でわかりやすい男女共同参画に関する情報を提

供し啓発に努めます。また、人権リーフレット、出前講座等

を通じて、年代や性別に応じた啓発を進めます。 

２ 
情報の収集と提供の充

実 

男女共同参画に関する県や町の各種セミナーやイベント、

町の現状など様々な情報を収集し、提供します。また、男

女共同参画関連の図書や資料の収集を充実し、住民とと

もに事業者等への情報発信に取り組みます。 

３ 
男女共同参画に関する

イベントなどの開催 

男女共同参画を推進する週間に庁舎や公民館の公共施設

に啓発用品を設置して住民への周知を図ります。また、各

種イベントの開催による住民周知を充実します。 

４ 
制度や慣習の見直しに

向けた啓発 

男女共同参画の視点に立って、家庭、地域、職場などの制

度、慣習、慣行についての見直しに向けて住民や地域など

への啓発、情報提供に努めます。 

５ 
男女共同参画に関する

講座の実施 

「九重町人権施策基本計画」に基づく研修や大分県消費生

活・男女共同参画プラザ（アイネス）で開催される各種講座

を通して、住民の男女共同参画意識の高揚と性別による

差別を含めたあらゆる差別の解消をめざします。 

 

２．男女平等を基盤とした学びと実践の推進 

（課題と今後の方針） 

九重町条例第１３条では、町が学校教育・社会教育などの教育分野で男女共同参画の推進に

関する教育や学習の充実に努めることが定められています。 

国の第５次男女共同参画基本計画では、共働き家庭が多数である現状にも関わらず、「主た

る稼ぎ手は男性」という固定的な性別役割分担意識や無意識の思い込みが、働き方や暮らし

方の変革の障壁となっていることが指摘されています。そのため、幼少期から性別に基づく固

定観念を生じさせないことが重要とされ、次世代の子どもたちが性別にとらわれず自分の可

能性や関心に沿った将来を選択できる支援が求められます。 

男女共同参画を進めるためには、学校教育の場で個性や人権意識を育むことが重要です。

また、幼児期の教育・保育や家庭においても、性別に捉われない意識の醸成が必要です。 

このため、こども園・学校への情報提供や、教育・保育関係者や小・中学校教職員への研修を通

じた啓発を行うとともに、保護者に対しても様々な機会を活用して男女共同参画意識の向上

を図ります。 

 

  



（主な取り組み） 

ＮＯ． 事業内容 

６ 
就学前教育における 

男女共同参画の推進 

男女共同参画に関する情報提供を行い、男女共同参画の

視点に立った就学前教育を促進します。 

７ 
学校教育における男女

共同参画の推進 

男女共同参画の視点に立った児童生徒への教育を推進

し、男女共同参画意識及び人権尊重意識の向上を図りま

す。 

８ 保護者への啓発 
ＰＴＡ研修や意見交換を通じ、保護者に対し男女共同参画

に関する情報提供や啓発を行います。 

９ 教職員研修の実施 

こども園、小・中学校に対して県や町で実施する男女共同

参画に関する研修等の情報提供を行い、参加を促進しま

す。 

 

（基本目標Ⅱ） ともに支え合い活躍できる環境づくり 

政策や方針の決定の場において、多様な視点や立場からの意見が反映されるように、性別

にかかわらず誰もが平等に参画できるまちづくりをめざします。指導的立場にある女性リーダ

ーの育成や、地域・事業者等への情報提供や啓発を通じた女性の登用促進に取り組みます。 

女性活躍推進法では、職業生活において女性が本来持っている能力と個性を十分に発揮で

きるよう労働環境の改善が求められています。男性の長時間労働を前提とし、既婚女性は家

計補助的な働き方を選ばざるを得ないという、高度経済成長期に形成された男性中心型労働

慣行の見直しが必要です。また、女性活躍推進法では、市町村には地域の特性を踏まえて女性

活躍に向けた施策を体系的に進める推進計画策定の努力義務が課されています。 

性別に関わりなく、家庭役割や地域活動、自己研鑽などの時間と仕事との両立ができる、ワ

ーク・ライフ・バランスを推進します。また、女性が能力を発揮でき職場での決定の場に参画で

きるよう、事業所等に働きかけます。 

 

（指標及び目標値） 

成果指標 単位 現状値 目標値 備考 

審議会等の附属機関の委員に占める

女性の割合 
％ 18.1 40.0  

  



１．政策・方針決定過程への女性の参画拡大 

（課題と今後の方針） 

国の第５次男女共同参画基本計画では、２００３年（平成１５年）に掲げた「社会のあらゆる分

野において、２０２０年（令和２年）までに、指導的地位に女性が占める割合が、少なくとも３

０％程度となる」という目標を達成できなかったことへ大きな危機感を示しています。経済の

成長力からも、国民一人ひとりの幸福（ｗｅｌｌ－ｂｅｉｎｇ）向上の点からも、決定の場への女性の

参画は日本の課題とされています。 

第２期の九重町男女共同参画プランでは、政策の決定過程への女性の参画を高めるため、

町の審議会等の委員選出に当たっては、その登用率について、４０％以上を目標に推進を行っ

てきました。 

しかしながら、２０２５年（令和７年）４月１日現在、九重町の審議会等における女性委員の割

合は18.1％と県内平均（21.4％）より低く、プラン目標値４０％には達していない状況です。 

子育て・教育、介護・保健・医療、防災等の様々な分野において、行政への支援ニーズが複雑

化・複合化しています。女性が政策方針決定過程の場へ参画することは、当事者の意見を反映

した支援につながり、より質の高い行政サービスの提供が可能となります。引き続き、政策方

針決定過程への女性の参画を拡充していくために、女性リーダー育成の支援及び女性リーダ

ー研修などの情報提供をいっそう進め、政策方針決定過程への女性の参画を促進します。 

 

（主な取り組み） 

ＮＯ． 事業内容 

１０ 
各種審議会などへの女

性の積極的登用 

審議会・委員会などの委員への女性の参画を促進し、積極

的な登用を進めます。 

１１ 
女性リーダーの育成支

援 

県などが実施する「女性リーダー研修」等に関する情報提

供を行うとともに、まちの担い手応援事業等を活用し、女

性リーダーを育成します。また、町で開催する人権研修や

セミナーなどへの参加を促進して、女性リーダーの育成に

努めます。 

 

 

 

 

  



２．地域社会における女性の活躍の推進 

（課題と今後の方針） 

地域社会で男女共同参画を実現し、多様性が反映された生活の場とするためには、住民が

あらゆる意思決定の場に対等に参画し、多様な考え方を生かすことが重要です。 

近年の大規模災害や感染症の流行により、配慮を必要とする立場の人々がより深刻な影響

を受けることが明らかになりました。非常時に適切な支援が届くよう、平常時から地域の意思

決定の場での男女共同参画の重要性を啓発していく必要があります。 

防災に関しては、「備蓄品に女性や介護者、障がい者の視点を入れる」「避難所運営の基準を

整備し女性や子どもが安全に過ごせるようにする」などが求められています。 

地域活動の場で女性の意思決定への参画を促進するため、地域役員に対する男女共同参画

の意識啓発を進め、地域団体や住民団体への支援も充実させます。また、防災体制の整備に向

け、「避難所運営マニュアル」を見直し、自主防災組織や消防団への女性の参画を促進します。 

女性の働き方に関しては、「女性活躍推進法」や国の第５次男女共同参画基本計画に基づき、

就業を希望する女性が育児や介護と両立できる環境整備や能力開発支援が求められています。 

九重町条例第６条では、男女共同参画の推進のための取組を積極的に行うとともに、町が

実施する男女共同参画推進施策に協力するよう努めなければならないと定められおり、女性

の就業継続に向けた環境整備も必要です。 

今後は、町内の事業者等に女性の労働評価や経営参画の促進に関する情報提供を継続する

とともに、雇用される女性の就労支援や再就職支援、事業所への環境整備の啓発を進めてい

きます。 

 

（主な取り組み） 

ＮＯ． 事業内容 

１２ 
行政区などの地域団体

役員への女性参画促進 

出前講座などで地域への男女共同参画の啓発を推進し、

地域活動への女性の参画を促進します。 

１３ 
団体・グループの育成支

援 

大分県消費生活・男女共同参画プラザ（アイネス）などと連

携して活動を行い、団体・グループの活動と団体間のネッ

トワークづくりを支援します。また、新たな団体・グループ

の把握に努めて活動を支援します。 

 

 

 

 

 

  



３．仕事と家庭の両立支援の推進 

（課題と今後の方針） 

本計画は「女性活躍推進法」に基づく町の基本計画です。２０２４年（令和６年）の「女性活躍・

男女共同参画の重点方針２０２４」では、４つの柱の一つとして「仕事と育児・介護の両立の支

援」が掲げられています。女性の職業参画を進めるには、育児負担の偏りを解消し、性別に関

わらず育児・介護とキャリアを両立できる環境整備が重要であり、国は柔軟な働き方の推進や

男性の育児休業取得を促しています。九重町条例第６条では、事業者等に対し、男女共同参画

への取組や町施策への協力を求めています。本町では「子ども・子育て支援事業計画」に基づ

き、性別に関わらず子育てと仕事の両立を支える施策を進めており、これらは２０２５年度（令

和７年度）から「こども計画」に引き継がれます。 

一般に、男性は「仕事と家庭の両立」を望みつつも、現実には「仕事優先」となりがちで、ワー

ク・ライフ・バランスには課題があります。その改善には、柔軟な勤務制度、育児・介護休業中の

経済的支援、家事・育児・介護・地域活動への男女共同参加が進む職場づくりが求められます。 

このため、町内の事業所や住民に対しては、男性の家事・育児・介護への参画を促すととも

に、休業制度の利用促進や働き方の見直しを図ります。また、今後の各種計画には男女共同参

画の視点を反映し、住民が主体的に子育てや介護に関われるよう、ボランティア育成や講座・

学習会参加のための託児の充実を進めます。 

 

（主な取り組み） 

ＮＯ． 事業内容 

１４ 
ワーク・ライフ・バランス

に関する啓発の推進 

すべての人が仕事と生活の調和がとれるワーク・ライフ・バ

ランスについて、住民、事業所に対して広報やホームペー

ジ、講座の開催など様々な方法で啓発を行います。 

１５ 
働き方の見直しに向け

た啓発の推進 

仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）のとりやす

い、多様な働き方を選択できるよう、介護・看護・育児休業

制度、有給休暇などの取得促進について啓発し、働き方の

見直しのための取組を進めます。 

１６ 
子ども・子育て支援の充

実 

「こども計画」に基づき、子どもの成長への支援とともに、

子育て家庭への様々な子育て支援サービスを充実します。 

１７ 介護支援の充実 

「地域福祉計画」「介護保険事業計画」に基づき、介護教室

や高齢者相談支援センターの相談体制の充実等、介護支

援体制の充実を図ります。 

１８ 
ファミリーサポートセン

ターの活用推進 

保護者の病気や冠婚葬祭などの外出時、また、保育施設の

時間外や学校の放課後など一時的に子どもを預けられる

ファミリーサポートセンターの活用推進を図ります。 

１９ 
講座や研修への託児実

施 

託児ボランティアを確保し、町で主催する講座などの開催

時には必要に応じて配置できるよう検討します。 



（基本目標Ⅲ） 一人ひとりが認め合い安心して暮らせるまちづくり 

男女共同参画社会の実現には、一人ひとりがお互いの人権を尊重し、認め合うことが重要で

す。性暴力や各種ハラスメントなどの性による差別的行為や人権侵害の根絶、また、性的マイノ

リティーの方々へのより一層の理解をめざし、人権教育・啓発の推進や相談体制の充実などに

取り組みます。また、ＤＶ防止法に基づき、ＤＶやデートＤＶについて、きめ細やかな被害者支援

や防止啓発に向けた取組を計画的に進めます。さらに、性に関する正しい情報の提供や、生涯

を通じた健康支援により、心身ともに安心して暮らすことができる環境づくりを行います。さ

らに、ひとり親家庭や配慮を必要とする人たちが安心して暮らせるような支援します。 

 

（指標及び目標値） 

成果指標 単位 現状値 目標値 備考 

特定検診受診率 ％ 46.8（※3） 60.0（※4）  

ＤＶに関する相談窓口の認知度 ％ － 50.0（※5）  

※３ 「大分県公衆衛生年間」に基づく実績数値（2024年度実績） 

※４ 「第３次健康ここのえ２１計画」に基づく目標値 

※５ 住民意識調査による目標値 

 

１．生涯を通じた健康支援 

（課題と今後の方針） 

九重町条例第３条では「家族を構成する男女が、相互の協力と社会的支援の下に、子育て、

家族の介護その他の家庭生活における活動と職場、学校、地域等における活動との両立を図

ることができるようにすること」とされています。これは、性と生殖に関わる自己決定は女性が

自分らしい人生を生きるうえで欠かせない「基本的人権」です。また、男性に特有の疾病もあ

り、例えば女性よりも生活習慣病の罹患率が高いなど性別によりそれぞれの健康課題があり

ます。一人ひとりが生涯にわたって健康で充実した生活を送ることは、誰もが自身の個性と能

力を十分に発揮し、多様な分野に参画するための前提となります。 

町では「第３次健康ここのえ２１計画」を策定し、関係各課との連携のもとそれぞれのライフ

ステージや性別に応じた健康管理の啓発と健康づくり支援を行っており、今後ともこれらを男

女共同参画の視点で充実させていきます。また、人権教育として発達段階に応じた性と多様性

に関する理解を推進し、性に関する正しい知識の普及や啓発に努めます。 

 

  



（主な取り組み） 

ＮＯ． 事業内容 

２０ 
疾病予防や健康管理の

啓発の推進 

各種検診や健診結果による保健指導、健康づくりをテーマ

にした講演会等を行い、生涯を通じた疾病予防や健康管

理について啓発します。 

２１ 
ライフステージに応じた

健康相談の充実 

健診結果による相談なと゛相談体制を充実して、男女のラ

イフステージに応じた健康づくりを支援します。 

２２ 自殺予防対策の推進 
九重町自殺対策計画に基づき、全庁による自殺予防対策

を推進します。 

２３ 

性と生殖に関する健康

と権利に関する啓発の

推進 

性や妊娠・出産について、一人ひとりが互いの人権を尊重

しつつ正しい知識に基づき自己決定ができるよう、住民へ

の資料配布や記事の掲載など周知、啓発します。 

２４ 
女性の心身の健康に関

する情報提供 

産前産後や更年期など女性のライフステージにおける心

身の健康とその権利が尊重されるよう、情報提供に努め

ます。 

２５ 
性と多様性に関する理

解の推進 

性と身体に関する正しい理解を図るため、児童・生徒に対

して性と多様性に関する理解を実施します。 

 

２．配偶者等からの暴力の根絶 

（課題と今後の方針） 

本計画は、「配偶者暴力防止法」に基づく町の基本計画と位置づけられています。これまで、

九重町条例第２条に基づきＤＶ対策に取り組んできました。 

ＤＶの加害者にも被害者にもならないように、また、身近な人からＤＶの相談を受けた際に

適切に対応できるように、ＤＶ防止のための教育や啓発を進め、特に若い世代にはデートＤＶ

への認知を高めます。配偶者等に対する暴力が児童虐待や高齢者虐待などと複合的に発生す

ることを踏まえ、町では庁内の連携と共に庁外の関係機関とも連携して支援を行っています。 

今後は、関係機関との連携を深めるよう、相談窓口の周知や相談・保護体制をさらに充実し

て、ＤＶ防止と被害者の包括的な支援に取り組みます。その際には、被害者の個人情報保護を

徹底します。また、庁内の多様な窓口がＤＶ被害者を発見する場となる可能性があるため、二

次被害を与えずに適切な支援へとつなぐよう、職員のＤＶ防止研修を実施します。 

 

  



（主な取り組み） 

ＮＯ． 事業内容 

２６ 
住民・関係機関への広

報・啓発 

町報やリーフレットにより住民へのＤＶ防止に向けた啓発

を行います。また、ＤＶ被害者への支援のあり方を学ぶ研

修の実施とともに若い世代へのデートＤＶ防止講座やリー

フレット配布等による啓発を実施します。 

２７ 相談体制の整備・充実 

各種研修会への参加により職員の資質向上を図ります。ま

た、関係機関との連携を図り、相談体制を充実・強化しま

す。 

２８ 
被害者への多様な支援

の充実 

関係課の連携により、被害者の自立に向けた就労支援や

経済的支援及び被害者やその子どもへの精神的支援など

きめ細やかな支援を行います。 

２９ 
関係機関および庁内で

の連携強化 

警察や人権擁護委員、県女性相談所、配偶者暴力相談支

援センター等の関係機関や関係課との連携を強化し、ＤＶ

被害者への迅速で適切な保護や支援を行います。 

30 
性と多様性に関する理

解の推進（再掲） 

性と身体に関する正しい理解を図るため、児童・生徒に対

して性と多様性に関する理解を実施します。 

 

  



３．多様な人々への安全・安心な生活の支援 

（課題と今後の方針） 

近年、晩婚化・晩産化等を背景として育児期にある者（世帯）が親の介護も同時に引き受け

るという、「育児と介護のダブルケア」が新たな問題となっています。このように、暮らしの支援

ニーズが複雑化・複合化し、日常生活や地域生活を営むことが困難な人が増加していることか

ら、２０２０年（令和２年）に社会福祉法が改正され、重層的な支援整備体制が市町村の地域福

祉計画に位置付けられました。 

さらに、困難女性支援法においても、生活困窮、性暴力・性犯罪被害、予期せぬ妊娠、ＤＶや

虐待、孤立・孤独など、日常生活や社会生活を円滑に営む上で、困難な問題を抱える女性につ

いては、年齢、障がいの有無、国籍等を問わず、性的少数者を含め、法による支援の対象者と

されるなど、女性の抱える問題が多様化するとともに、複雑化しいています。ここでも重層的、

包括的な支援が求められています。また、暴力の影響などで本来の力が発揮できなくなってい

る対象女性が力を取り戻し、自立した生活ができるような支援が重要とされ、一時的な保護、

住宅の確保などが求められています。個人の人権や意思が尊重されながら、個に応じた最適

な支援が受けられるように、関係機関や関係団体と連携し、早期から切れ目なく協働していく

必要があります。 

本町においては、これまで、高齢者や障がい者に関わる各個別計画に基づいて支援体制を

整備してきました。また、ひとり親家庭に対しては、各種情報提供や相談窓口の整備などで生

活自立に向けた支援を行い、外国人に対しては、多文化共生のまちづくりの推進など住みよい

環境づくりを進めてきました。 

今後も、これらの従来の取組を充実させるとともに、男女共同参画の視点や困難な問題を

抱える女性支援の視点で取り組みます。また、多様性を尊重し、大分県パートナーシップ宣誓

制度の周知を図り、性の多様性について住民の理解を深めるよう啓発を進めます。 

 

  



（主な取り組み） 

ＮＯ． 事業内容 

３1 高齢者福祉施策の推進 

「地域福祉計画」や「介護保険事業計画」に基づき、地域支

援事業による自立支援や「緊急通報システム」の導入を推

進し、高齢者の生きがいづくりと安全・安心な生活を支援

します。 

３2 
障がい者・障がい児福

祉施策の推進 

関係機関と連携を図りながら、企業研修による障がい者

雇用への理解促進を図り、障がい児の放課後デイサービス

など療育支援サービスを充実します。また、作業療法士や

言語聴覚士など専門職と関係機関が連携し相談や教室を

開催して療育が受けられるよう支援します。 

３3 相談体制の充実 

療育機関や医療機関などの関係機関と連携して情報共有

を図り、多様化する相談ニーズに対応する専門相談体制の

充実強化を図ります。 

３4 
ひとり親家庭への自立

支援 

関係部署の連携により就職活動支援、こども園の利用促

進などを図り、ひとり親家庭の生活自立を支援します。ま

た、母子父子自立支援員及び女性相談員の研修参加など

相談員の資質向上に努めて、相談体制を充実します。 

３5 
多様な性のあり方への

理解の促進 

性の多様性について住民の理解を深めるために、人権リ

ーフレットや情報誌による情報提供、また、大分県パートナ

ーシップ宣誓制度の周知・啓発を進めていきます。 

 

  



第３章 プランの推進に向けて 

１．推進方策 

本計画で掲げる町の将来像「“自分らしく”が輝くまち」の実現に向け、町長を本部長とする

「男女共同参画推進本部」を組織しています。 

九重町条例第４条には「町、町民及び事業者等は、職場、学校、地域、家庭その他の社会のあ

らゆる分野における活動において、積極的改善措置を講ずるよう努めなければならない」と町

の責務が定められています。また、第２項では、「町は、法令その他の規定により設置された委

員並びに委員会、審議会及びこれらに準ずるものの構成員を選任するときは、積極的改善措

置を講じ、できる限り男女の均衡を図るよう努めなければならない」と定められています。こ

れらの規定に基づき、住民や各種団体および事業者等との連携のもと、庁内の推進体制の強

化や、各施策の実施状況の把握および審議会への報告などにより、計画を全庁的・総合的に推

進します。 

 

２．総合的な評価指標 

計画の着実な推進を図るためには、「いつまで」「何を（どう）するか」という成果指標を設定

し、その目標値をできるかぎり実現するよう努力していかなければなりません。そこで、本計画

の目標年度である２０３５年度（令和１７年度）の中間年となる２０３０年度（令和１２年度）目標

とし、各施策の実施について評価・改善・検討のための成果指標を定めます。本計画では、九重

町第５次総合計画や九重町特定事業主行動計画等の成果指標とも整合性を図っています。 
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